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子どものための教育・保育給付費支弁台帳について 

 

 

子どものための教育・保育給付費については、「子どものための教育・保育給付費国庫

負担金交付要綱」に基づき国庫負担金の交付が行われるところですが、今般、その所要額

等の迅速かつ適正な把握のため、子どものための教育・保育給付費支弁台帳制度を下記の

とおり設け、平成 27年度の経理事務から適用することとしましたので通知します。 

各都道府県におかれましては、貴管内市町村（特別区を含む。以下同じ。）に対して周

知していただくようお願いいたします。 

 

記 

 

第１ 子どものための教育・保育給付費支弁台帳の整備について 

（１）子どものための教育・保育給付費支弁台帳の作成の対象は、次の給付費等とする。 

ア 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号。以下「法」という。）第 27条第

１項の規定に基づく施設型給付費（都道府県又は市町村以外の者が設置する施設に



 

 

係るものに限る。以下同じ。） 

イ 法第 28条第１項の規定に基づく特例施設型給付費（都道府県又は市町村以外の者

が設置する施設に係るものに限る。以下同じ。） 

ウ 法第 29条第１項の規定に基づく地域型保育給付費 

エ 法第 30条第１項の規定に基づく特例地域型保育給付費 

オ 法附則第６条第１項の規定に基づく委託費 

 

（２）市町村は、各月支弁した（１）に掲げる給付費等について、別紙「子どものための

教育・保育給付費支弁台帳の記載要領」に基づき、第１号様式及び第２号様式を作成

すること。 

なお、各市町村における経理処理及び電算処理上の便宜等の観点から、各様式につ

いて必要な修正を加えてこれを定めて差し支えありません。その際、各様式に定める

事項の数値等が把握できるようにすること。 

 

第２ 支弁台帳と国庫負担金交付申請書等との関連について 

子どものための教育・保育給付費国庫負担金については、「子どものための教育・

保育給付費国庫負担金交付要綱」に基づき国庫負担金の交付が行われるところですが、

交付申請書及び実績報告書等の金額については、支弁台帳の金額を基に行われますの

で、その関連性に十分留意の上、適正な処理をお願いいたします。 

 

 



 

 

別紙 

子どものための教育・保育給付費支弁台帳の記載要領について 

 

 

１ 総括表（第１号様式）の記載について 

総括表（以下「第１号様式」という。）は、市町村単位で、施設型給付費（特例施設型

給付費を含む。）、地域型保育給付費（特例地域型保育給付費を含む。）、委託費の区分ご

とに集計した第１号様式（Ａ表）と、特定教育・保育施設・特定地域型保育事業ごとに

集計した第１号様式（Ｂ表）を作成すること。 

なお、その作成に当たっては、第１号様式（Ａ表）は、第１号様式（Ｂ表）の数値を

区分ごとに毎月集計し作成するとともに、第１号様式（Ｂ表）は施設・事業所表（以下

「第２号様式」という。）の数値を毎月集計して作成すること。 

 

（１）第１号様式（Ａ表）の記載について 

第１号様式（Ａ表）の各欄は、第１号様式（Ｂ表）の当該欄の数値を集計して記載

すること。 

 

（２）第１号様式（Ｂ表）の記載について 

① 「施設・事業所数」の欄には、給付費等を支弁した施設・事業所数を記載すること。 

なお、「施設・事業所数」の欄の（ ）内には、特例施設型給付費及び特例地域型保

育給付費を支弁した施設・事業所数を再掲すること。ただし、他の市町村の区域に存

在する施設・事業所（第２号様式の施設・事業所名の欄を（ ）書きにより記載して

いるもの。以下同じ。）の数は、これを除外して集計することとし、他の市町村と二重

に計上されることとならないようにすること。 

 

② 「認可定員」・「利用定員」の欄には、第２号様式（Ｂ表）の当該欄の数値を集計し

て記載すること。ただし、他の市町村の区域に存在する施設・事業所の認可定員・利

用定員は、これを除外して集計することとし、他の市町村と二重に計上されることと

ならないようにすること。 

 

③ 「利用者負担額（国基準額）」の欄には、第２号様式（Ｂ表）の○51欄の数値を集計し

て記載すること。 

また、「利用者負担額（市町村が定めた額）」の欄には、市町村又は各施設・事業所が

毎月個々の世帯から徴収する市町村が定めた利用者負担額を集計して記載すること。

なお、実際に徴収した額ではなく、市町村が定める利用者負担額により徴収すること

としている額を集計すること。 

 

④ 以上に掲げる欄以外の欄には、第２号様式（Ｂ表）の当該欄の数値を集計して記載

すること。 



 

 

 

２ 施設・事業所表（第２号様式）の記載について 

第２号様式は、各施設・事業所における加算の適用状況並びに年齢区分ごとの給付単

価を把握するための第２号様式（Ａ表）と、各月の年齢区分ごとの利用人員及び単価表

に基づく費用、並びに各月階層区分ごとの利用人員及び利用者負担額（国基準）を把握

するための第２号様式（Ｂ表）を作成することとし、施設・事業所からの給付費等の請

求書等を基礎として、毎月その月分について施設・事業所に給付費等を支弁した都度、

所定の事項を記載すること。 

また、第２号様式は、施設・事業所ごと（分園がある場合は中心園、分園ごと）に、

その施設・事業所の種別（アからク）に応じて、以下の①から③の給付等の種類ごとに

作成すること。 

なお、アからクの施設・事業所ごとに作成したうえで、①から③のそれぞれの内訳が

別途把握できる場合は、適宜、作成単位を変更して差し支えないこと。 

 

ア 幼稚園（都道府県又は市町村以外の者が設置する施設に限る。）（Ａ表－１） 

① 施設型給付費 

② 特例施設型給付費（特定教育・保育及び特別利用教育に係るもの） 

イ 保育所（都道府県又は市町村以外の者が設置する施設に限る。）（Ａ表－２） 

① 委託費 

② 特例施設型給付費（特定・教育保育に係るもの） 

③ 特例施設型給付費（特別利用保育に係るもの） 

ウ 認定こども園（都道府県又は市町村以外の者が設置する施設に限る｡）（Ａ表－３） 

① 施設型給付費 

② 特例施設型給付費（特定教育・保育に係るもの） 

③ 特例施設型給付費（特別利用保育に係るもの） 

エ 家庭的保育事業（Ａ表－４） 

① 地域型保育給付費 

② 特例地域型保育給付費（特別利用地域型保育に係るもの） 

③ 特例地域型保育給付費（特定利用地域型保育に係るもの） 

オ 小規模保育事業（Ａ表－５（Ａ型、Ｂ型）、Ａ表－６（Ｃ型）） 

① 地域型保育給付費 

② 特例地域型保育給付費（特別利用地域型保育に係るもの） 

③ 特例地域型保育給付費（特定利用地域型保育に係るもの） 

カ 事業所内保育事業（Ａ表－７） 

① 地域型保育給付費 

② 特例地域型保育給付費（特別利用地域型保育に係るもの） 

③ 特例地域型保育給付費（特定利用地域型保育に係るもの） 

キ 居宅訪問型保育事業（Ａ表－８） 

① 地域型保育給付費 



 

 

② 特例地域型保育給付費（特別利用地域型保育に係るもの） 

③ 特例地域型保育給付費（特定利用地域型保育に係るもの） 

ク 特例保育（Ａ表－５） 

① 特例地域型保育給付費（教育標準時間認定に係るもの） 

② 特例地域型保育給付費（保育認定に係るもの） 

 

（１）第２号様式（Ａ表）の記載について 

① 「施設・事業所名」の欄は、他の市町村の区域に所在する施設・事業所の場合には、

施設・事業所名の字句は、括弧書き（例えば、「（○○○園）」）とすること。 

 

② 「適用単価の認定」の各欄の不動文字は、該当する字句を○で囲むことと。また、「認

可定員」及び「利用定員」の欄には、各自治体が認可・確認した施設・事業所の認可定

員及び利用定員を記載することとし、年齢ごとに分けて定員を定めているときは、その

合算人員とすること。 

 

③ 「適用単価の認定」の欄における「認定月日」の欄には、年度当初（又は事業開始

月）の適用単価に係る認定月日や、加算認定に変更が生じた際等の認定月日を記載する

こと。また、「適用月日」欄には、年度初日（又は事業開始月の初日）のほか、加算認

定の変更等により、月額単価に改定が生じた際に、改定後の月額単価が適用される月日

を記載すること。 

 

（２）第２号様式（Ｂ表）の記載について 

① 「初日利用人員」の欄には、支給認定区分ごとにそれぞれ年齢区分に応じて記載す

ることとし、この人員を各階層別に分けるとともに、教育標準時間認定に係る第２階

層から第５階層、及び保育認定に係る第２階層から第８階層については、さらに多子

軽減に係る半額徴収分と徴収額０円分に分けて記載すること。 

また、ひとり親世帯等の減免が適用されている世帯の子どもについては、第２階層

及び第３階層における⑯、⑱、⑳、㉑、㉓、㉕欄の「 」内に再掲すること。 

なお、支給認定を受けていない私的契約児などは利用人員に含まないこと。 

 

② 「費用（単価表による額）」の欄には、支給認定区分及び年齢区分ごとの初日利用人

員に、各月に適用される第２号様式（Ａ表）の月額単価を乗じて記載すること。 

なお、給与改定による給付単価の改定に伴い、数ヶ月分の差額を一括して支弁した

ときには、実際に支弁した月の欄（例えば、２月に差分を一括して支弁した場合は「２

月分」の欄）に既定分及び差額の順に二段に分けて別掲とすること。 

 

③ 「利用者負担の適用基準額」の欄には、各支給認定区分及び年齢区分（保育認定に

当たっては、さらに保育必要量の区分）ごとに子ども・子育て支援法施行令（平成 26

年政令第 213号）で定める各階層別の国基準額を記載するものであり、市町村が定め



 

 

る基準額ではないことに注意すること。 

また、教育標準時間認定に係る第２階層から第５階層、及び保育認定に係る第２階

層から第８階層については、さらに多子軽減に係る半額徴収額を記載すること。 

また、給付単価限度額を徴収額としている階層については、給付単価限度額を記載

することとし、給付単価の改定によって、利用者負担額（国基準）に変更が生じた場

合には、適用となる月日を「適用月日」の欄に記載のうえ、各階層別に改定後の利用

者負担額（国基準額）を記載すること。 

なお、利用者負担額（国基準額）の数ヶ月分の差額を一括して徴収したなどの場合

には、上記②のなお書きの取扱いに準じ、実際に徴収した月の欄に既定分及び差額の

順に二段に分けて別掲とすること。 

このほか、ひとり親世帯等の減免が適用されている世帯の子どもについては、第２

階層及び第３階層における○52、○53、○54、○55欄の「 」内に減免後の利用者負担額（国

基準額）を記載すること。 

 

④ 支弁額の誤り、階層区分認定の誤り等を発見し、この台帳の金額等を訂正するとき

は、上記②のなお書きの取扱いに準じ、実際に出納事務を処理した月の欄に既定分及

び差額の順に二段に分けて別掲し、かつ、必要に応じてその内容の明細を欄外又は付

表に明確にしておくこと。 

 

３ 月途中の入退所に伴う日割計算の取扱いについて 

月途中の入退所に伴う給付費等の日割支弁・利用者負担額の日割徴収については、第

１号様式及び第２号様式を準用して、当該支弁・徴収が把握できるよう作成することと

する。 


